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「農地政策の見直しに関する意見」についての取りまとめ

と今後の対応について

平 成 ２ ０ 年 ９ 月 １ ０ 日

全 国 農 業 会 議 所

都道府県農業会議会長会議

農地政策の見直しについては、政府は昨年１１月に公表した「農地政

策の展開方向－農地に関する改革案と工程表－」に基づいて、農地法等

の法制度面を含めた検討を進めている。

われわれ農業委員会系統組織は、本年５月３０日の全国農業委員会会

長大会において「新たな農地政策の確立に関する提案」を決議し、関係

方面への要請活動を行ってきたところである。

今日、政局が極めて流動的であり、農地政策見直しの検討のスケジュ

ールは現時点では不透明な状況であるが、閣議決定されている今年末ま

での農地の改革のプランの作成及び農地制度の改正が既定路線であるこ

とに変わりはない。

このため、今後想定される政府・国会における法制度面の検討や意見

聴取等に農業委員会組織として適切かつ臨機に対応すべく、５月の大会

における政策提案の内容を基本的スタンスとして、本日の都道府県農業

会議会長会議において、別添の「農地政策の見直しに関する意見」を取

りまとめることとする。

なお、この「意見」の公表及び関係方面への要請等については、政府

・国会における今後の検討の日程や状況を見定める必要があることか

ら、その扱いについては情勢判断も含めて会長一任のうえ遺漏のない対

応を図ることとする。
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農 地 政 策 の 見 直 し に 関 す る 意 見

―食料供給体制の強化に向けた農地確保と有効利用の促進―

平 成 ２ ０ 年 ９ 月 １ ０ 日

全 国 農 業 会 議 所

都道府県農業会議会長会議

政府は、昨年１１月に「農地政策の展開方向について－農地に関する改革案

と工程表－」を決定し、工程表に沿って法制上の措置を含めた農地政策の見直

し検討を進めている。

われわれ農業委員会系統組織は、今年５月の全国農業委員会会長大会で決定

した「新たな農地政策の確立に関する提案」により農地政策の見直しに向けた

基本的な考え方を示し、政府・国会への要請活動を行ってきた。

農地政策の見直し検討が今秋から具体化することを踏まえて、改めて農地政

策の見直しに関する意見として下記の事項を取りまとめた。今年末までの農地

の改革プランの作成及び次期通常国会への関係法案の提出に向けた政府・国会

等での検討に反映されるよう求めるものである。

なお、農地政策の一翼を担う農業委員会系統組織として、遊休農地の発生防

止・解消、農地の面的集積、農外からの新規参入の促進等に強力に取り組むと

ともに、今後さらに農業・農村現場の視点に立った関係者の意見の汲み上げと

反映に努めることとする。

記

１．農地の有効利用に関する基本理念と権利者の責務の明確化

農地は食料供給のための重要な農業資源（経営・生産資源）であると同時

に、国土・環境保全の機能も含めた貴重な地域資源である。このため、農地

を国民共通の財産として大切に管理し有効利用すべき旨の基本理念を定め、

国、地方自治体、国民の遵守を図ること。また、農地の所有と利用に関わる

権利者に対する「農地の農業上の利用の確保」の責務の明確化を図ること。
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２．農地総量の確保のための国の関与の強化

世界的な食料危機が懸念される中で、食料生産が可能な状態での保全管理

を含めた農地の総量確保を図るため、農地の利用実態を把握する仕組みの整

備をはじめ農地転用許可制度及び農業振興地域制度の厳格化に向けた以下の

措置を講じること。

(1) 国が「食料・農業・農村基本計画」で定めた農地面積の確保目標４５０

万㌶（平成２７年目標）について、国内の食料供給力体制の強化の観点に

立って見直し検討を行うとともに、都道府県及び市町村における農地面積

の確保に向けた実効ある取り組みが図られるよう国の関与を強化するこ

と。

(2) 農地の所有及び利用の実態を定期的に把握・管理するため、農地法第

８４条に基づく「小作地の状況の縦覧」（８・１調査）の見直しにより農

業委員会の「農地利用実態調査」（仮称）の実施を制度化すること。

(3) 相続による農地の権利移動や公共転用等の農地情報を農業委員会の農地

基本台帳で定期的に把握し管理するための市町村の制度的措置を講じるこ

と。特に、住民基本台帳および固定資産税台帳との照合の円滑化、個人情

報保護法のもとでの農地情報の適確な把握と提供に向けて農地基本台帳の

法定化を検討すること。

(4) 平成の市町村合併を踏まえて、新市町村としての農振計画の見直し（線

引きの手直し）の推進を図るとともに、①担い手の経営基盤となっている

農用地区域の縁辺部の農地の除外の厳格化、②農振法施行規則第４条の４

第１項第２７号による「地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画」

の厳格な運用のための制度見直し、③農業振興地域指定（現行１００㌶）

及び農用地区域編入（現行２０㌶）の要件見直し、④都市計画法の市街化

調整区域における農地転用許可基準の優良農地の面積基準（現行は原則

２０㌶の集団農地）の引き下げ、等の措置を講じること。

(5) 地方分権による農地転用許可事務の都道府県から市町村への権限移譲が

進められているなかで農地転用の厳格化を図るため、違反転用事案等に対

する国及び都道府県の関与を高め、的確な是正指導が行えるよう必要な措

置を講じること。

(6) 周辺の農地転用を助長する恐れのある病院や学校等の公共転用につい

ての許可制及び道路（国・県道）沿いの農地転用規制の厳格化を図るとと

もに、道路などの公共転用に関係する一時転用の許可手続きの効率化を図
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ること。

7) 農地転用許可後に転用事業を行わず放置した場合や転用行為を進める中

で転用目的と異なる用途に変更したり既に目的以外に転用した場合におけ

る是正措置（許可の取り消しや原状回復）の強化及び違反転用に係る罰則

の強化を図ること。

３．担い手政策と連動した農地の権利移動規制の整備

農地の利用促進を図るため、地域における利用権設定等の円滑な設定や面

的集積の促進のための農業委員会と関係組織等との連携強化を図るため、以

下の措置を講じること。

(1) 農地の権利移動規制にあたっては、食料・農業・農村基本法に基づくわ

が国農業の担い手政策の方向を踏まえた「専ら農業を営む者（新規就農者

を含む）等による農業経営としての農地利用」を担保すること。

(2) 農地を貸しやすく借りやすくするための貸借による権利移動規制の見直

しにあたっては、不耕作や転貸を目的とする農地の利用権取得を容認した

り、認定農業者等の担い手への農地利用集積の障害とならないよう法制度

面での整備を図ること。また、農業生産法人以外の法人による農業参入が

所有権に及ばないよう万全な制度的措置を講じること。

(3) また、農業生産法人以外の法人による農地の利用権取得にあたって、現

行の特定法人貸付事業の実施状況を十分に検証・評価するとともに、家族

農業経営や農業生産法人との競合問題等の懸念を払拭することを基本に、

農業委員会の許可及び農用地利用集積計画の決定の条件として、①営農

状況についての農業委員会への定期報告、②地域農業との調和等の活動、

③地域の農道や水路等の共同管理作業への参加、等を付すとともに、要件

に違反した場合の許可等の取り消し等の措置を講じること。

(4) 併せて、農業生産法人の要件を欠いた場合や農業への新規参入者が撤退

した場合の措置として、当該農地が引き続き有効利用されるよう制度的な

整備を図ること。

(5) 都市住民等の農地利用については、その有効利用を担保する措置を講じ

たうえで一定区域を指定して農地の権利取得を可能とする措置を検討する

こと。この場合、特定農地貸付け法及び市民農園整備促進法との整合性を

図ること。

(6) 集落営農の法人化を推進するため、農作業の委託者の構成員化について
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制度的な措置を講じること。

４．農地利用を促進する利用調整措置の拡充・強化

農地の利用促進を図るため、地域における利用権等の円滑な設定や農業委

員会の農地利用調整機能の発揮等のための措置を以下により拡充・強化する

こと。

(1) 利用権設定の手続きを効率化するため、農業経営基盤強化促進法に基づ

く利用権設定にあたっての関係権利者全員同意の規定を見直し、共有名義

農地や相続登記未完了により相続人の共有状態になっている農地について

相続人の過半数の同意もしくは納税管理者の同意で可能とする措置を検討

すること。

(2) また、不在村者や所有者の所在不明の農地について、地域の農用地利用

改善団体を構成する農地の関係権利者による一定割合の合意形成又は「公

告縦覧」の手続き等により、管理耕作を可能とする措置を講じること。

(3) 認定農業者等の担い手（農地の借り手）の作業の効率化及び経営の継続

性・安定性を確保する観点から、面的集積に向けた農地のプール・再配分

の効率的な実施や借地経営における農地利用の円滑な継承に向けて、農業

委員会の関与による「委任・代理」の仕組みの創設を図ること。

また、農地を面的にまとまった形で集積し利用権設定するには一定の期

間を要することから、その間の農地の保全管理についての措置を講じると

ともに、地域における農用地利用規程の策定を促進するための関係権利者

の同意の要件（現行３分の２以上）についても検討すること。

５．遊休農地の発生防止・解消と復元の取り組み推進

遊休農地の発生の根本的な原因が、農業の収益性低下と担い手不足にある

ことを十分に認識し、農地政策上の対策と併せて、担い手・経営確立のため

の対策や地域の農業・農村の振興対策など総合的な支援施策のより一層の充

実・強化を図ること。

(1) 現在、市町村・農業委員会で実施している耕作放棄地全体調査を基に、

農地が耕作放棄地化する要因分析とそれに対応した解消方策のガイドライ

ンを提示し、現場における耕作放棄地解消の取り組みの助長を図ること。

その場合、仮登記の状態で耕作放棄されている農地の保全管理・利用に

ついても留意すること。
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(2) 担い手不足や高齢化により農地の受け手がいない地域において農地の保

全管理等の取り組みの受け皿づくりの整備・強化を図ること。具体的には、

特定農業法人制度の拡充をはじめ、ＮＰＯ等によるグランドワーク活動（地

域住民、企業、行政の三者がパートナーシップを組み身近な地域の環境を

持続的に再生、改善、管理する活動）や農地ボランティア活動の支援等の

予算措置の拡充・強化。

(3) 農地の有効利用の観点から、国として、遊休農地の利活用の具体的な手

法（飼料生産・バイオマス利用作物の作付け、放牧利用、景観作物・地力

増進作物の作付け、里山対策としての広葉樹中心の植林など）について、

地域の実態に応じた方向性と支援施策を提示するとともに、関係する支援

施策推進に伴う事業横断的な連携やモデル地区の設定により農地への復元

の取り組みの実効性を高めること。

(4) 遊休農地の発生防止に大きな効果を発揮している「中山間地域直接支払

制度」及び「農地・水・環境保全向上対策」の拡充・強化を図ること。

(5) 米の生産調整対策により稲や転作作物の作付けをしない調整水田及び自

己保全管理田の取り扱いと遊休農地の発生防止・解消対策との整合性を確

保すること。

６．公的な農地の賃借料基準の設定システムの確保

地域の農地の賃貸借の規範となる公的な賃借料の基準（現行制度では標準

小作料）の設定は不可欠であることから、その設定システムの確保を図るこ

と。なお、算定方式については有益費問題や価格変動への対応を加味した見

直し検討を行うこと。また、農地法における小作人、小作地といった法律用

語を今日的な用語に見直すこと。

７．農業経営における円滑な継承対策

昭和一桁世代の農業者の農業からのリタイアが進むなかで、意欲ある農業

の継承者を確保し農地の有効利用を図るため、農業経営の円滑な継承のため

の体系的な整備を図ること。

特に、第３者への円滑な経営継承の仕組みや相続による農地の権利移動に

ついての農業委員会への通知の義務づけ、不在村農地所有者の出資による農

業生産法人の構成員化（農地の貸借、現物出資、売り渡しにより構成員要件

を充足）、特定農業法人及び農地保有合理化法人を活用した利用集積の推進
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を図ること。

８．農地の有効利用のための農地税制の改善

相続税納税猶予等の農地税制について、農地の有効利用の促進及び担い手

の農業経営の円滑な継承を推進する観点に立って所要の見直し検討を行うこ

と。

９．農業委員会系統組織の体制整備

農地の確保と有効利用に果たすべき農業委員会の役割が高まる一方、市町

村合併等に伴って農業委員及び職員の減少が顕著になっていることを考慮

し、農業委員会の組織・活動の強化に向けた以下の措置を講じること。

(1) 農業委員会費補助金について、新たな農地政策のもとでの農業委員会の

役割に応じた事業内容及び予算措置の確保。

(2) 農地の適正利用の担保措置として、農業委員会による事後監視機能の整

備（都道府県農業会議における農業委員会の農地の監視活動の支援措置を

含む）のための支援措置。

(3）農業委員会と農地の面的集積を促進する組織との連携・協力による農地

の利用集積を促進するための支援措置。

(4）違反転用や農地の不適正使用を防止するための都道府県農業会議による

指導・相談活動、啓発キャンペーン等の実施のための支援措置。

(5）農地の面的集積を推進する上で、出し手・受け手に対する経済的インセ

ンティブを与える促進費等の支援措置、農業委員会の農地利用調整機能及

び農地保有合理化事業による中間保有・再配分機能の発揮のための予算措

置。


